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Ⅰ は じ め に

スウェーデンは北欧に位置する人口約900万人,

労働人口は約 400 万人の国である｡ スウェーデン

の労働市場は, 労使ともに高度に組織されており,

組織率は 8割を超える｡ 労使関係は三層構造をな

しており, 産業横断的に組織された使用者団体と

労働組合の強力なリーダーシップの下に, 産別労

組と使用者団体が団体交渉を行って労働協約を締

結し, さらに産別協約の枠内で企業別労組と使用

者が団体交渉と協約締結を行う｡ 賃金その他の労

働条件を決定する上で最も重要なのは産業レベル

で締結される労働協約であり, 企業別協約はそれ

を補完する役割を果たしている1)｡ このようにス

ウェーデンは集権的な団体交渉システムを有する

が, 最近は分権化の傾向が見られ, 特に賃金につ

いては企業・職場レベルで行われる団体交渉や個

別交渉の重要性が高まっている2)｡

スウェーデン労働法の特徴は, 労働市場の規制

を基本的に労使に委ね, 国家の介入が最小限に抑

えられていることである｡ スウェーデンでは, ほ

ぼすべての労働条件が協約によって規律され, 多

くの労働紛争が労使の自主的な紛争処理制度によっ

て解決されるだけでなく, 労働立法の制定過程に

も労使が積極的に参加し, 法律の解釈・運用を最
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スウェーデンは, 高度に組織された協調的労使関係を背景として, 協約システムを中核と

する独自の労働法モデルを発展させてきたが, EU 加盟により EC法という異質の法制度

を受けいれることになった｡ EU加盟に当たっては, 一般的拘束力を持たないスウェーデ

ン型の労働協約によって指令を国内法化することができるかという問題に強い関心が寄せ

られた｡ 加盟後は基本的にはスムーズに国内法化がなされているが, 労働時間の分野では

協約による逸脱を広く認める準強行法規の仕組みを修正する必要があったため, 指令の国

内法化は難航した｡ また, 差別禁止の分野では立法による EC指令の国内法化が進んでい

るが, 協約システムと密接に結びついた紛争処理制度の下では, 個人の権利として差別を

救済する仕組みが十分に整えられていないという問題が生じている｡ 最近 ECJ は Laval

判決において, スウェーデン法に基づく争議行為が EC法の定めるサービスの自由移動に

違反するとの判断を下した｡ 同判決はスウェーデンの協約システムに根本的な修正を迫る

ものであり, EC法とスウェーデン労働法の関係は新たな局面に入ったと言える｡



終的に担う労働裁判所にも労使の代表が裁判官と

して加わっている｡ さらに労働組合は組合員のた

めに訴えを提起する権利を有し, 組合員のために

協約や法律が正しく適用されているかを監督する

責任を負っている｡

EC 労働法は, スウェーデンとは異なる労使関

係や法文化をもつ国々が中心となって発展させて

きた法制度である｡ 協約システムを核とする独自

の労働法モデルをもつスウェーデンにとって,

EC 指令の国内法化は異質の法制度を受けいれる

ことを意味する｡ 本稿では, EC 指令の国内法化

によってスウェーデン労働法がどのような影響を

受け, どのような方向に変化しつつあるのかを検

討する｡

Ⅱ ｢スウェーデン・モデル｣ の形成と
発展3)

歴史的に見ると, スウェーデンでは 1906 年と

いう非常に早い時期に SAF (産業横断的に組織さ

れた民間の使用者団体) と LO (産業横断的に組織

された民間ブルーカラーの労働組合) の間で ｢歴史

的妥協｣ が成立し, 使用者側が労働者の団結権を

承認する代わりに, 労働側は使用者が採用・解雇・

配置を決定する自由をもつことを認める内容の労

働協約が締結された｡ そして, 国家の直接的な介

入を排して, 労使が労働協約に基づいて賃金その

他の労働条件を決定し, そこから生じる紛争を自

主的に解決する仕組みが, 労働市場全体をカバー

するシステムとして整えられていった｡ この協約

システムは現在に至るまでスウェーデン労働法の

中核をなしており, 国家による立法は協約システ

ムと抵触しないように配慮しながら行われてきた｡

これまでに労働立法が大きく発展した時期は 3つ

ある4)｡

第 1 は 1920 年代から 30 年代にかけて, 労働法

における ｢スウェーデン・モデル｣ が確立された

時期である｡ この時期に制定された法律の多くは,

労働協約法 (1928) や団結権・団体交渉権に関す

る法律 (1936) など, 協約によって労使が作り上

げたシステムを立法化するものであった｡ また,

1928 年には労働協約の解釈・運用をめぐる紛争

を扱う特別裁判所として労働裁判所が設立された

(労働裁判所はのちに労働紛争全般を扱うことにな

る)｡

第 2 の発展期は 1970 年代半ばから 80 年代の初

めにかけて, スウェーデン経済の黄金期が終焉を

迎えた時期に当たる｡ この時期には経済情勢が悪

化する中で労働組合が法律による保護の強化を求

めたことから, 解雇を規制する雇用保護法 (1974,

1982) や集団的労使関係法の基本法である共同決

定法 (1976) をはじめ, 職場の組合代表に関する

法律 (1974), 労働訴訟法 (1974), 両親休暇法

(1976), 休暇法 (1977), 職場環境法 (1977), 男

女雇用機会均等法 (1979), 労働時間法 (1982),

人種差別禁止法 (1986) などが制定された｡ これ

らの法律は労働市場への国家の介入を強化するも

のではあったが, 立法過程では労使の意見が十分

に取り入れられ, 産別協約で確立されたルールを

立法化したものも多く, 協約自治の原則を大きく

変更するものではなかった｡ 例外的なのは男女雇

用機会均等法で, 国家が強行法規により男女差別

(特に賃金差別) を禁止することに労使は最後まで

強く反対し, それを押し切って政府が法案を作成

し議会が可決するという異例の過程をたどって制

定された (下記Ⅴを参照)｡

労働立法の第 3 の発展期は 1990 年代から現在

に至る｡ スウェーデンは 1995 年 1 月に EU に加

盟し, EC 指令を国内法化するために多くの法律

の制定や改正が行われている｡ 主なものを挙げる

と, 新男女雇用機会均等法 (1991), 新人種差別

禁止法 (1994), 新両親休暇法 (1995), 家族の緊

急の事情による休暇法 (1998), 障害を理由とす

る差別禁止法 (1999), 性的指向を理由とする差

別禁止法 (1999), 雇用における人種差別の撤廃

に関する法律 (1999), 民族・宗教または信条を

理由とする差別禁止法 (1999), パートタイム労

働者・有期雇用労働者に対する差別禁止法

(2002), 差別関連の法律を統合した差別法 (2008)

などが新たに制定されたほか, 雇用保護法や職場

環境法, 労働時間法, 共同決定法などの改正が行

われている｡
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Ⅲ スウェーデン型協約による国内法化
の可否

EU加盟に当たり, スウェーデンでは自国の労

働法はほとんどの点で EC法より進んだ内容であ

るため, 指令の国内法化による具体的な影響は少

ないと考えられていた｡ しかし EUに加盟した場

合に将来的にも協約システムを核とする ｢スウェー

デン・モデル｣ を維持することができるかという

点には強い関心が寄せられた｡ 中でも注目を集め

たのは, 労働法関係の EC指令を労働協約によっ

て国内法化することができるか否かという問題で

あった5)｡

当時, 欧州裁判所 (ECJ) はこの問題について,

加盟国は指令の国内法化を第一次的に協約に委ね

ることができるが, その場合には適切な立法また

は行政的な措置を講じることによって, すべての

労働者が当該指令に基づく保護を完全に受けられ

るように保障しなければならないというルールを

示していた6)｡ この条件を満たすには, 法律や行

政的な措置によって協約の効力を締結組織に加入

していない使用者や労働者にも拡張することが必

要である｡ 多くの EU加盟国には国家が協約に一

般的拘束力を付与する制度があり, ECJ は一般

的拘束力を付与された協約による国内法化を適法

と判断していた7)｡

スウェーデンでは, 国家が協約システムに介入

する一般的拘束力の制度は伝統になじまないとし

て導入されていない｡ しかし, 政府は EU加盟に

当たって, スウェーデンの労働協約は実質的にす

べての労働者に適用されるので EC指令を国内法

化するのに十分であると主張した｡

スウェーデンの労働協約は次のような仕組みに

よって適用される (ここでは産別協約を念頭に置い

て説明する)8)｡ まず共同決定法によると, 労働組

合と使用者団体が締結した協約の効力は, 協約締

結当事者だけでなく, それらの組織の構成員 (使

用者, 企業別組合, 個々の組合員) にも及び, 構成

員が協約締結当事者である組織を脱退しても協約

の適用を免れない (同法 26 条)｡ 労使双方が高度

かつ集権的に組織されているスウェーデンでは,

産別協約の効力が直接及ぶ範囲は非常に広い｡ 次

に非組合員や少数組合員については, 多くの協約

にこれらの労働者を協約よりも低い条件で雇用し

ないよう使用者に義務づける条項が設けられてい

る (明示の規定がない場合にも, 労働裁判所は協約

が黙示にそのような義務を使用者に課していると解

釈する傾向が強い)｡ 協約締結団体に加盟していな

い使用者は協約に直接拘束されることはないが,

労働組合との交渉により産別協約の定める労働条

件で労働者を雇用する旨の契約 (ha�ngavtal) を締

結することが多い｡ 使用者が契約締結を拒否した

場合, 労働組合は使用者が非組合員を低賃金で雇

うことを防ぐためにボイコット等によって圧力を

かけ, しばしば他の労働組合も二次的ボイコット

を行ってこれを応援する｡ これらの争議行為はス

ウェーデン法の下では完全に適法とされている

(Ⅵを参照)｡ それでも組合との契約締結に応じな

い使用者は協約の拘束を受けないが, そのような

使用者が締結した労働契約の解釈が問題となる場

合 (合意の内容が不明確であったり, 一部の労働条

件について定めがない場合など) にも, 労働裁判所

は原則として当該業種に適用される産別協約を参

照して契約内容を補充する｡

このようにスウェーデンでは, 法的に裏づけら

れた独自の協約システムにより, 実質的には 100

％に近い労働者に産別協約が適用される仕組みが

つくられている｡ ただし, 強行法規や一般的拘束

力を付与された協約とは異なり, 協約の定める労

働条件がすべての労働者に対して法的権利として

保障されるわけではないため, ECJ が設定した

上記の基準 (現在はローマ条約 137 条 3 項に明文化

されている) を満たしているかは疑問である｡

スウェーデン政府は, 欧州委員会の労働社会政

策担当委員であった Flynn との往復書簡を根拠

にスウェーデン型の協約によって EC指令を国内

法化することを認められたと解釈し, EU 加盟条

約の締結に当たって, 協約により労働条件を規律

する慣行を維持することについて欧州委員会の保

証を得たとの宣言を行った9)｡ しかし, 予期に反

してスウェーデンではこれまで協約による国内法

化が行われた例がなく10), 差別禁止法の分野を中

心に多くの立法がなされ (上記Ⅱを参照) 労働法
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における法律の重要性が高まる傾向にある｡

Flynn の書簡やスウェーデン政府の宣言がいかな

る法的効力を有するかについては論争があるが,

労働法の専門家の間では, ローマ条約 137 条 3 項

や類似の協約システムを持つデンマークの経験を

根拠として, スウェーデン型協約による国内法化

の可能性に否定的な立場をとる者が多数を占めて

いる11)｡

Ⅳ 協約による法規制からの逸脱 労

働時間指令の国内法化

EU加盟後, スウェーデンではおおむねスムー

ズに労働法関連の EC指令を国内法化してきた｡

指令の国内法化は多くの労働立法の制定や改正を

もたらしたが, その多くはスウェーデン労働法の

中核をなす協約システム自体を変更するものでは

ない｡ その例外が労働時間に関する 93/104 指令

(現在は 2003/88 指令) を国内法化するために行わ

れた労働時間法の改正である｡

スウェーデンの労働立法の多くは, 個々の労働

者と使用者の合意による逸脱を認めていないが,

産別労組が締結した協約または産別労組が承認し

た企業別協約による逸脱は, 協約の定める労働条

件が法定基準を下回る場合であっても許される｡

このような法律は ｢準強行法規12)｣ と呼ばれ, 産

別労組の合意や承認を逸脱の要件とすることで組

合員の権利や利益が不当に侵害されないよう保障

しつつ, 労使が合意に基づいて各産業や職場に適

した形で労働条件を規制することを可能にしてい

る13)｡ 準強行法規は, スウェーデンの協約システ

ムを支える重要な制度の一つである｡

既に見たように, スウェーデンでは 1970 年代か

ら 80 年代にかけて労働時間法 (Arbetstidslagen,

SFS1982: 673) や休暇法 (Semesterlagen, SFS1977:

480) など労働時間や休暇に関する法律が多く制

定された｡ これらの法律は, 具体的な規制の内容

が産別協約で定められることを前提として必要最

小限の事項を枠組み的に規定し, その多くの規定

が準強行法規の性質を付与されていた｡ 特に労働

時間は労使が協約により自主的に規制すべき (そ

して協約の枠内で使用者が裁量により決定すべき)

事項であると考えられていたため, 労働時間法の

すべての規定が準強行法規とされ, 産別協約によっ

て労働時間法全体を逸脱することが可能であった

(同法 3 条 1 段)｡ そのような協約が締結された場

合, スウェーデンでは産別協約が実質的にすべて

の労働者に適用されるから (上記Ⅲを参照), 労働

時間法の適用は全面的に排除されることになる｡

実際に民間のホワイトカラーについては協約のみ

が適用されており, 労働時間は賃金と並んで協約

システムにより規律される分野の一つとされてき

た｡

これに対して, EC の労働時間指令は加盟国に

おいて守られるべき労働条件の最低基準を比較的

詳細に定めており, 協約による逸脱を一定の範囲

で認めるが (同指令 18 条, 旧指令 17 条), 基本的

には強行法規的な性格を有している｡ そのため,

スウェーデンは同指令を国内法化するために, 労

働時間法の準強行法規としての性質を修正する必

要があった｡ さらに労働時間法の定める基準は休

息時間や週労働時間などについて指令の基準に達

していなかった14)ので, この点で規制を強化する

ことも必要であった｡

これらの改正に対しては労使の強い反対があっ

たが, 国内法化の期限が迫る中でスウェーデン政

府は 1996 年 11 月に労働時間法を改正し, 同法の

うち指令が定める事項に関する規定については,

指令を下回る労働条件を定めない限りで協約によ

る逸脱が可能であり, 指令よりも不利益な条件を

定める協約はその部分において無効である旨の規

定 (‶EC Bar") を新設した (労働時間法 3条 4段)｡

これにより協約による逸脱は指令の定める条件を

上回る場合にのみ許されることとなり, 労働時間

法の準強行法規としての性質は大きく変更された｡

しかし, 96 年の法改正では休息時間や週労働時

間などの規制強化は行われず, EC 指令の国内法

化としては不十分な内容であった15)ため, 欧州委

員会は 2004 年にスウェーデン政府を ECJ に提訴

した16)｡ これを受けて政府は労働時間法を指令に

沿った内容に改正した｡ 一連の改正により, 労働

時間規制における法律の重要性が高まり, 協約の

果たしうる役割は相対的に縮小した｡
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Ⅴ 個人の権利保障と協約システム
差別禁止に関する指令の国内法化

1 EU 加盟と差別禁止法の発展

先に述べたように, スウェーデンでは 1979 年

に男女雇用機会均等法が制定された際, 労使が協

約自治に対する介入であるとして強く反対し, 立

法作業は難航した｡ 労使は協約に基づいてポジティ

ブ・アクションなどを実施することにより男女格

差の是正が十分に可能であると主張し, とりわけ

協約システムの核である賃金決定については差別

禁止規定の導入に対して激しい拒否反応がみられ

た17)｡

しかし, EU 加盟にそなえて新均等法 (1991)

が制定された際には差別禁止法に対する労使の態

度は変化しており, 以前のような反応は見られな

かった｡ パート差別禁止や年齢差別禁止のルール

は協約制度の一部 (有給休暇の上乗せや協約年金な

ど) と抵触するものの, 差別禁止関連の指令は協

約システム自体と直接衝突するものではないと考

えられているため18), 労働時間指令とは対照的に

国内法化のための立法は概ねスムーズに行われて

いる19)｡

さらに, 指令の国内法化にとどまらずスウェー

デンの差別禁止法は独自の発展を遂げつつある｡

その特徴は, 両親休暇取得を理由とする差別禁止

(両親休暇法16条)20)や使用者に対するポジティブ・

アクションの義務づけ21)など, 労働市場における

格差 (特に男女格差) の積極的是正を目的とする

立法が多くなされていることである｡ これらの立

法はスウェーデン独特の実質的平等を重視する考

え方に基づいたものであり, ECJ により行き過

ぎたポジティブ・アクションとして均等待遇指令

に反すると判断された例もある22)｡

2 差別の救済をめぐる問題

EC 法は, 加盟国に対して, 個人が差別を受け

たと考える場合に裁判によって均等待遇原則の適

用を求める権利を保障するとともに (76/207 指令

6条(1), 2006/54 指令 17 条(1)など), 差別によって

被った損害を十分に補償する効果的な救済 (ef-

fective remedy) を与えるよう求めている (76/207

指令 6 条(2), 2006/54 指令 18 条など)23)｡ スウェー

デンは差別禁止法の制定には積極的であるが, 差

別に対する救済のあり方に関して上記指令の国内

法化に成功しているか否かについては疑問が多い｡

第 1の疑問は, 個人の裁判を受ける権利が十分

に保障されていると言えるかである24)｡ スウェー

デンでは, 労働関係の紛争は原則として協約に基

づく紛争処理手続 (企業・職場レベルと産別レベル

の二段階がある) を経て, 労働裁判所に提訴され

る｡ ただし, 個別労働紛争においても労働組合が

組合員のために提訴する権利を有し (労働訴訟法

4章 5 条), 個々の労働者は直接労働裁判所に訴え

を起こすことができない｡ 差別事件の場合, 組合

が組合員のために訴権を行使しない場合には, オ

ンブズマン (差別禁止法の遵守の確保を担う専門行

政機関) が本人の同意を得て労働裁判所に訴えを

起こす権利を有する (差別法 6章 2 条)｡ 個々の労

働者が自ら通常裁判所に提訴することも可能だが,

訴訟費用等の負担が大きいこともあり, そのよう

なケースは極めて稀である｡

第 2に, 労働事件を専門に担当する労働裁判所

の中立性も問題になっている｡ 労働裁判所は労使

参審制を取っており, 法廷は通常 7 名の裁判官

(うち職業裁判官 3 名, 労使が選任する素人裁判官が

各 2 名) で構成される｡ 労働裁判所が下す判決は

基本的には最終的なものとなる (一審制)｡ 労働

裁判所の判断能力は概ね肯定的に評価されてい

る25)が, 男女雇用機会均等法の適用に当たって差

別の成立が否定されるケースが続いたことから,

均等オンブズマンを中心に労働裁判所に対する批

判が高まり, 関係者の間で激しい議論が交わされ

た26)｡ 批判派は労働裁判所は協約の解釈・適用を

めぐる紛争解決には適しているが, 個人の基本的

権利が問われる差別事件には向かず, 特に協約自

体の適法性が問われるケースでは労使裁判官の利

害が一致しやすいため中立性が担保されないとし

て, 差別事件を通常裁判所の管轄とするよう主張

している27)｡

第 3 に, 違法な差別に対する損害賠償の制度が

労働者に効果的な救済を与えているかという問題

がある｡ スウェーデン法の下では, 差別禁止に違
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反した使用者に対して損害賠償の支払いを命じう

るが, 一般的な損害賠償法が適用される結果, 原

告側が勝訴しても賠償額が低く抑えられる傾向が

あった (通常は 20000～50000SEK)｡ また, 差別的

解雇については雇用保護法に基づく損害賠償額の

上限が適用されており, この点については 2007

年に欧州委員会から正式に EC法違反の通告を受

けていた｡

これらの問題は, 2008 年に各分野の差別関連

法規を統合する形で差別法 (Diskrimineringslagen,

SFS2008: 567) が制定されたことにより (施行は

2009 年 1 月 1 日), 一部解決された｡ 労働裁判所

の中立性については, 差別事件を通常裁判所の管

轄とする案は退けられたが, 中立性に配慮して,

労働訴訟法の改正により差別事件における法廷の

構成が変更された (職業裁判官 3名と労使裁判官各

1 名の計 5 名｡ 同法 3 章 6a 条)｡ また, 損害賠償に

関しては, 差別法により一般的な損害賠償法とは

切り離された固有の損害賠償制度 (差別賠償

Diskrimineringsersa�ttning) が新設された (差別法

5章 1 条 1 段)｡ 差別賠償は, 権利を侵害された個

人の損害を補償するとともに差別行為を抑止する

懲罰としての性格を持ち, 具体的な金額は個別の

事件ごとに判断されるが, 従来よりも相当に高額

の賠償を課すものとされている28)｡ しかし, スウェー

デンにおける雇用差別の救済制度は, 依然として

差別を受けた個人が自ら裁判所に訴えを起こすこ

とを想定した仕組みにはなっていない29)｡

3 ｢スウェーデン・モデル｣ と個人の権利保障

このようなEC法とスウェーデン法との齟齬は,

結局, 雇用平等に対する考え方の違いに由来する

ものと思われる｡ EC 法においては, 雇用平等と

は基本的に個人の権利 (不当に差別されない権利)

を保障することであるのに対し, スウェーデン法

では雇用平等は国家と労使が協力して達成すべき

目標と捉えられ, その目標が労働市場全体で実現

されていく過程で, 労働組合やオンブズマンの適

切な判断や行動によって個々の労働者の権利が守

られるべきものと考えられる傾向がある｡

このような考え方の違いは雇用差別の分野で特

に顕著であるが, 協約による指令の国内法化 (上

記Ⅲ) や労働時間規制 (上記Ⅳ) をめぐる問題の

背景にも同じような違いが見られる｡ すなわち,

EC 法は指令の内容を個人の法的権利としてすべ

ての労働者に保障することを求めているのに対し,

スウェーデンでは労働者の権利は労働組合が組合

員のために行動することによって守られるという

意識が強く30), 国家が強行法規によって個々の労

働者の権利を保障することにはそれほど重点が置

かれていないのである｡

Ⅵ 統一市場と協約システム サービス

の自由移動と争議権

上記のように, スウェーデンの労働法は EC指

令を国内法化することによって, いくつかの点で

修正されてきた｡ それらの修正は重要なものでは

あるが, スウェーデン労働法の中核をなす協約シ

ステムを根本的に変更するには至っていない｡ と

ころが, 2007 年に ECJ は Laval 事件判決31)にお

いて, スウェーデン法が保障する労働組合の争議

権が EC法の定めるサービスの自由移動に反する

という判断を示し, EC 法の国内法化が協約シス

テムの根幹を揺るがしうることを明らかにした｡

Laval 事件では, スウェーデン国内の建設事業

を請け負ったラトヴィア企業に対して, スウェー

デンの建設業労働組合が, 当該事業のためにスウェー

デンで一時的に使用される労働者 (ラトヴィアで

当該企業に雇用された者) に協約賃金を適用する

よう要求して行った争議行為 (ブロケード) の適

法性が争われた｡

ローマ条約 49 条はサービスの自由移動を定め

ており, その一環として加盟国の企業は他の加盟

国における事業を行い, 本国で雇用した労働者を

受入れ国において使用することができる｡ その事

業が一時的なものである場合, 通常は当該企業と

労働者の間の労働契約には本国の法律や協約が適

用されるため, 受入れ国においてソーシャル・ダ

ンピングが生じる危険がある｡ そこでの 96/71 指

令 (The Directive on the Posting Workers) は,

加盟国の企業が他の加盟国で事業を行う際に本国

で雇用した労働者を一時的に受入れ国に配置する

場合には, 当該企業は労働者に受入れ国における
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労働条件 (労働時間, 最低賃金, 有給休暇,

安全衛生, 差別禁止など) の適用を保障しなけ

ればならないと定めている｡ スウェーデンは

｢労働者の国外配置に関する法律｣ (Lag om

utstationering av arbetstagare, SFS1999: 678) に

より同指令を国内法化し, 外国企業が労働者を一

時的にスウェーデンで使用する際に適用すべき法

規定のリストを示しているが, このリストの中に

最低賃金に関する基準は含まれていない32)｡ スウェー

デンには最低賃金を規制する法律がなく, 最低賃

金を定める協約に一般的拘束力を付与する制度も

ないためである｡

既に述べたように, スウェーデンでは産別協約

の定める労働条件が実質的にすべての労働者に適

用される仕組みが確立されており (上記Ⅲ参照),

この協約システムを通して最低賃金の保障やソー

シャル・ダンピングの防止が図られている33)｡ 外

国企業が本国で雇い入れた労働者を一時的にスウェー

デンで使用する場合, 労働組合は協約賃金の適用

を求め, 拒否された場合は争議行為によって要求

を受け入れさせてきた｡ スウェーデンの共同決定

法は, 使用者が既に他の組合と協約を締結してい

る場合に協約の改廃を求めて争議行為を行うこと

を違法としているが (同法 42 条 1 段), このルー

ルは使用者が同法の直接適用を受けない場合には

適用されない (同条 3 段)｡ そのため, スウェー

デンで一時的に事業を行う外国企業については,

既に本国で賃金協約を締結していても, スウェー

デンの組合が協約賃金の適用を求めて争議行為を

行うことは適法とされる｡ このルール (Britannia

原則と呼ばれている) は外国企業に対して自国企

業と異なる取扱いをするものだが, その目的 (ソー

シャル・ダンピングの防止と外国人労働者の保護)

の故に正当化されるから, EC 法には違反しない

と考えられていた34)｡

このように, スウェーデン法は労働組合が自ら

締結した協約を産業全体に適用するために行う争

議行為を広く適法としており, 広範な争議権の保

障は協約システムの根幹をなしている35)｡ ところ

が上記のLaval事件において, ECJは, ①スウェー

デンの労働組合が, 他の加盟国の企業に対して,

スウェーデンに一時的に配置された労働者の賃金

に関する交渉や法定基準より有利な労働条件を定

める協約の締結を求めて争議行為を行うことは,

ローマ条約 49 条や 96/71 指令に違反する, ②共

同決定法が定めるBritannia原則は, ソーシャル・

ダンピングの防止を目的とするものであっても外

国企業に対する差別に当たり, ローマ条約 49 条

および 50 条に違反する, との判断を下した｡ 事

件や判決の詳細は割愛せざるを得ないが, ECJ

がスウェーデンの協約システムにおける争議権の

意義を十分に理解した上でこのような判断を下し

たのかという点には疑問もあり, 労働法学者や労

働組合は同判決を強く批判している36)｡ 政府は委

員会を設置して共同決定法の改正を検討している

が, 意見の調整は難航している模様である37)｡

Ⅶ お わ り に

本稿で繰り返し述べてきたように, スウェーデ

ンの労働法制度は独自の協約システムを中核とし

て成り立っている｡ ここでいう協約システムとは,

法律ではなく労働協約によって賃金その他の労働

条件を定め, その協約を (国家が付与する一般的

拘束力によらず) 団体交渉や争議行為によって実

質的にすべての労働者に適用する仕組みである｡

スウェーデンでは協約自治が重視され, 協約シ

ステムの下で労働組合が行動することによって組

合員の権利が守られ, 非組合員を含む労働者全体

の利益も守られるという考え方が強いため, 国家

が強行法規によって個々の労働者の権利を保障す

ることを重視する EC労働法との整合性が問題と

なることが多い｡ EC指令の国内法化によりスウェー

デンでも労働法における法律の重要性が高まり,

個人の権利保障に重点が置かれるようになりつつ

あるが, 協約システムの根本的な変更が迫られる

までには至っていないというのが一般的な見方で

ある｡

これに対して最近の Laval 判決では, EU の経

済政策の柱である域内市場におけるサービスの自

由移動と加盟国における争議行為の関係が問題と

なり, スウェーデンの協約システムの根幹をなす

争議権が EC法によって重大な制限を受けること

を明らかにした｡ 従来から, スウェーデンが EU
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に加盟する以上, 統一市場が発展するにつれて協

約システムと根本的に相容れないルールを受容し

なければならないかもしれないという可能性は指

摘されていたが38), その可能性はLaval 判決によっ

て現実化したといえる｡ これによりEC法とスウェー

デン労働法との関係は新たな局面を迎え, 今後は

拡大する域内市場の中でどのように協約システム

を修正し維持していくかがスウェーデンの課題と

なるであろう｡
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